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【削減状況の自己評価】
令和３年度の温室効果ガス排出量（25,475tCO2）は、基準年度（平成29年度：28,314tCO2）に比べ10.0%減少しまし
た。また、令和３年度の生産高（1.9361百億円）は基準年度（平成29年度：1.5405百億円）に比べ25.7%増加しまし
た。以上の結果から、令和３年度原単位当たりの排出量（温室効果ガス／生産高＝13,158tCO2/百億円）は、基準年
度（平成29年度：18,380tCO2/百億円）に比べ28.4%減少しました。（目標達成）
舶用ディーゼルエンジン生産量の減少（146基 → 122基）に加え、省エネ型設備の導入により電力使用量が抑えら
れCO2排出量が減少し、原単位当たり排出量が減少したものと考えられます。
なお、温室効果ガス排出量は昨年より増加（22,632tCO2 → 25,475tCO2）していますが、電力購入先を東京電力ｴﾅ
ｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰから中国電力へ切り替えたことによりCO2排出係数が悪化（0.000457tCO2/kWh → 0.000531tCO2/kWh）し
た影響によるものです。
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【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

工場立地法に基づき、緑地面積率27.8%（基準20%以上）、環境施設面積率31.2%（基準
25%以上）を確保。今後も緑化に努め、緑地確保に配慮する。（株式会社三井E&Sホール
ディングス　玉野総合事務所として）

　 無

有　
県内で
の取組
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　 無
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その他

県内で
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1.冷暖房設備の使用電力低減のためクールビズ（5月～10月）、ウォームビズ（11月～4月）運動を実施。
2.事業所構内へ入場する全車両に対して、アイドリングストップの啓発及び啓発ビラ配付等の実施。
3.老朽社有車の代替時に低燃費・低公害車への代替検討及び実施。
4.休日・夜間等における局所的な使用電力の対応に小型発電機を有効利用。
5.客先への省エネ機器の搭載を提言・実施。

【推進体制】
１．2000年10月（三井造船(株)玉野事業所当時）に取得したISO14001に基づき、事業所長をトップ
とした環境管理体制を確立し、2018年4月の分社化による持株会社体制移行後も（株）三井E&Sホー
ルディングス　玉野総合事務所長をトップとして環境管理体制を確立。
２．省エネ法に基づき、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括責任者を中心としてｴﾈﾙｷﾞｰ管理標準を策定し全所で運用。
３．全所で電力調整会議を毎月定例開催して、生産調整をし電力使用量の平準化を実施。

　 無

実施した措置及び今後の取組の内容

玉野機械工場 （令和３年度実施分）
1.第3本館1,2階の空調設備を省エネ型空調設備に代替。
2.第3本館西館1,2,5階の空調設備を省エネ型空調設備に代替。
3.第3本館別館の照明をLED照明に代替（195灯）
4.重機プロセス事務所の照明をLED照明に代替（78灯）
5.省エネ型溶接機に代替（1台）
6.電気使用量の削減
7.操業度増減に伴い過大な変圧器を切り離し、無負荷損失の防止。
　
（今後実施予定分）
1.第3本館西館3,4階の空調設備を省エネ型空調設備に代替。
2.工場、事務所の照明をLED照明に代替（740灯）
3.潤滑油清浄機の最新機への入れ替え及びﾒﾝﾃﾅﾝｽを定常化し、故障前に点検
整備を行うことで、ﾌﾗｯｼﾝｸﾞ時間の短縮と効率低下を防止し状態維持を行
う。
4.省エネ型溶接機に代替（1台）
5.3機A棟の空調設備を省エネ型空調設備に代替（4台）
6.3機新工場の照明にLED照明を採用（123灯）
7.電力使用量の削減
8.操業度増減に伴い過大な変圧器を切り離し、無負荷損失の防止。
9.新設施設建設時及び既存照明器具代替時は、LED照明を採用。
10.新設施設建設時及び既存空調設備代替時は、省エネ型空調設備を採用。


